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産業政策の理論と歴史観
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§ 産業政策理論の其髄
日本の産梁政策を問題にする場合の重要な関心恥 ‡.いやしくも日本型_の
産業政策の7'1)ソンプルがどこからきているのかを問うことである.理姶的
には,席巻政策e)yステムの必本は捉済学のごく初類的な分所y-/T,を伴う
ことに上って理解できるし.実務的レベルでいえば,政府と虚業.政府と企
業との朋で情報的な結びつきが盛Blであるのでなければ.産英政論は失敗す
るはずのものである.とくに敬後期のEI本の笹済尭展の雅史の鬼婆な時期に
おいて.日本の産業政策が功を奏して成功したということは.この双方共が
有効な-つのyステムとして理解され,また奨現もしたということである,
これまでは較後期の産纂政策のみが問題にされることが多かったが,産業政
策の蔽津的なブリソyブルを搾るには,それがすべてではないが′最近の金
井ンステム研究が-林か示唆してくれているように.戟時期 (戟蔽前期お1
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び戦中期を経て戦鑑後期までを指す)において政Nfが断行した推巣および企
業に対する計耐 ヒ的な諸施策にまでさかのぼる必柴があるようにIL_r.われる.
まず,座薬政策粗論の導きの糸になると考えられる,益木竹にしてかつ簡
潔な分析道具をNつここで寿こしTおこう.それは,ミクE7約な制約とLでの
｢生産可能性フロンティアの理論｣と,もう一つのミクロ的な制約としての
｢-ードな予算制的の埋論｣である.この二つの分析道具は,現代ミクロ腰
論ではなじみのものであるが,ここでは一つの応用を示すことにする,
まず./i.産可能性7°ソティ7を形成するのに関係する二つの変且とは,
一回がある時期に利用できる･-定見の人的および物的紫蘇の大きさである｡
たとえば.一つは.戦時J馴こおtLT帯芯生産物を生産するために必安な人的
および物的紫蘇の大きさである｡他 は.同時期に民舘生産物を生産するため
に必要な人的および物的野源の大きさである｡戟時期という特殊性から,氏
iht生産物の4三度よりも耶需生産物の生産の方が蛮先されるが.その使先する
襟度は.苧源の計酬 ヒ的な配分の様式を決める政策当F)の,裁丘的な政策決
起の閉脚こ関わってくる｡いま.堺藷生産物 (W)の生産鬼を縦軸に測り.
民詔生虚物 (P)の生産胞を横軸こ郷る｡図lが描かれる｡
図1において.鯨点を0として生産可能性フロ/ティアを描くと,軍需生
産物の軸の方に偏向した縦長の曲扱 (91線)となる.国中の破線は政策決定
操である｡政策決定鮫は,坪絹生産物と拭裾生産物の/i-度比婦を決めるもの
である｡この政策決定瓜は.一本 (破線AまたはB)だけが決められもとは
限らない.例えは.破線A (上限)と破線B (下限)の問の範脚7:･決定され
ることもある｡政時籾のような.生産のための人的おtび物的幣源の鞘適が
不破淡な状況下での決起問題では.後名のケースが十分に起こりうる｡-
B.政雄決定線が決められると,その資淋配分の様式は,僻bJIの生産企業
(畢駕生産物のみを生産する企菜,笥嬬 生産物と民驚生産物の両方を生産す
る企業および民亨XT生産物のみを生虐する企業を指す)の1,界制約を紳するこ
とになる｡企業の予井制約は,図1では.原点がO'で,先の政策決定扱B
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を延長した破線B’の入った重ね図として描いてある。ただし，縦軸は民需
用労働力の投入：量を測り，横軸は軍需用鋼材の投入量を測っている。この
B’線がなぜ予算制約になるかを説明しよう。B’線の位置が軍需生産物と
民需生産物の相対価格を決めるからである。この両者の価格は，市場価格と
は限らない。政策当局が決めるシャドープライス（一種の影の計算価格）に
なるケースもある。両者の価格の比である相対価格が決まると，個別企業が
使用する生産要素（軍需用鋼材と民需用労働力を例にとる）の調達価格の変
動を通じて，個別企業の予算制約に影響が及ぶ。個別企業（軍需生産物と民
需生産物の両方を生産する企業を例にとる）の予算制約線が政策当局が決め
る政策決定線によって強く制約される場合を，企業にとっての「ハードな予
算制約」と呼ぼう。いわば，「見える手による強い制約」と言える。軍需生産
物の増産のための鋼材の使用を増やせば，民需生産物の生産のための鋼材の
使用は減る。また，軍需生産物の増産のための労働力の使用を増やせば，民
需生産物の生産のための労働力の使用は減る。計画化の施策を行う政策当局
は，企業の軍需用鋼材使用のインセンティブを高めるため，軍需用鋼材の価
格を低く，また生産した軍需生産物の価格を高くするような政策を発動す
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る。逆に言えば，政策当局は，企業の民需用鋼材使用のインセンティブを低
めるため，民需用労働力の価格を高く，また生産した民需生産物の価格を低
くするように誘導する。こうした計画化をどの程度効率的に行うかは，政策
当局が企業に及ぼしうる影響力の多寡に依存している。政策当局が直接に企
業の生産計画を統御するのでなく，効果的に造られた仲介機関を通じて間接
的に統御する方が望ましいし，またその方が所期の成果も上がる。その場
合，企業は軍需用鋼材を多く，また民需用労働力を少なく使用するような生
産方法を採用する。一定量の生産量を挙げるのに使われる軍需用鋼材と民需
用労働力との代替的な組合せは，等生産量曲線で示される。企業が最適なも
のとして選択する生産方法は，予算制約線と等生産量曲線との交点で示され
る。
　以上を式で示せば，次のようになる。軍需用鋼材の使用量をX，価格をPx
とし，民需用労働力の使用量をL，価格をP，とする。また，生産費用総額を
Mとすると，予算制約線は，
　　　　　　　　　　　　　　Px　M　　　　　　　　　　　L＝一X十　　　　　　　　　　　　　　PL　Pし
で表される。また，等生産量曲線は，一定の生産量をQとすると，生産関数
の形で，
　　　　　　　　　　　　Q　＝＝　f　（x，　L）
と表される。なお，：Lは，企業が使用できる総労働力から軍需用労働力の使
用量を差し引いたものに等しい。図2には，予算制約線と等生産量曲線の両
方を描いている。
　予算制約線の勾配は，先の政策決定線の勾配如何に依存する。政策決定線
の勾配が大きくなると，企業の予算制約線の勾配（絶対値）は小さくなるか
らである。この両者の勾配の問の関係において，負の相関を示す程度が大き
ければ大きいほど，より一層ハードな予算制約となる。図2において，C点
が選択される均衡点である。ところで，企業にとってみれば，当局の意に反
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して，不足している民需生産物の生産のために民需用労働力を多く割り当て
た方が，そうでない場合に比べて利潤が大きくなると期待するかも知れな
い。企業にはそういう裁量的な余地が残されているからである。この裁量的
な余地を企業があえて実行したときの予算制約を「ソフトな予算制約」と呼
ぼう。ソフトな予算制約の実行の仕方にも程度はあるが，実行すれば予算：制
約線の勾配がより急になると考えられる。軍需用鋼材をより少なく，民需用
労働力をより多く使うからである。図2において，ソフトな予算制約を実行
すると，点Dが選択される均衡点であることがわかる。点Dは，点Cが乗っ
ているのと同じ等生産量曲線上に乗るとは限らない。点Cが乗っている等生
産量曲線Q1よりも，高い等生産量曲線Q2に乗ることも可能である。企業に
してみれぽ，利潤をより大きくするためなら，あえてより大きな生産量が生
産できるQ2に乗る方を考えるだろう。しかし，その実行は，政策当局から与
えられた政策決定線という強い制約があることを覚悟してのことである。さ
らに重要なことは，政策当局は，企業に「ソフトな予算制約」ではなく，
「ハードな予算制約」を遵守させ，政策効果の実を上げるために各種の補助
金や免税措置，恩恵待遇等を講じることにより政府支出を増大させることが
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できる。
　以上のような理屈の上での期待される分析的な効果は，とくに戦時期など
では，政府が現実に実施する貨幣数量政策，財政支出政策，および輸出入政
策などの発動の内容如何や，また市場価格に対して政府が行う価格介入の体
様（公定価格，価格統制や物価統制などの内容や程度など）によって，正常
な相対価格効果が大きく掩乱させられる可能性が高い。この掩乱要因となる
ものを，そうした戦時期というの時期背景のなかで見極める必要がある。
　産業政策の真髄は，政策当局である政府は国の立場で政策決定線を断行す
るが，企業に対しては「ハードな予算制約」をあくまで強要するのではな
く，企業側が「ソフトな予算制約」を実行するといった裁量の余地を残した
ままで，国の政策効果の実を上げるということである。そのための条件とし
て，政策決定線にはAやB（またはA’やB’）といった上限と下限を設定
しておく必然性があるわけであり，また政策効果の実を上げるためには，効
果的な仲介機関を設けておく必然性があるのである。理屈の上ではそうであ
るが，現実問題としてみると，政府は，自ら行うミクロ的，マクP的視点か
らの各種の国政政策を実行するときに，正常な相対価格効果を見えにくくす
るような障害が引き起こされるのを観察する筈である。その障害がどの程度
の掩乱要因になるかを見極めた上で，産業政策の総合的な効果を評価するこ
とができるのでなければならない。
§　産業政策の歴史観
　前節でみた産業政策の基礎理論を一応踏まえた上で，わが国において，戦
時期に実行された様々なタイミングにおいて，かつ様々なレベルで実際に観
察された産業政策の諸施策を跡づけてみたいと思う。
　1931年の満州事変に引き続いて，1937年に日中戦争が勃発したが，その混
乱期のなかで，政府は，いわゆる統制三法の臨時資金調整法，輸出入品等臨
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時措置法，「軍需工業動員法の適用に関する法律」および「工業事業場管理
令」を制定し；軍需工業を中心に資金と貿易の両面から直接的な経済統制を
断行した。日中戦争勃発の前年に「重要産業5力年計画」という産業統制的
な計画がすでに策定されていたが，1938年には，日中戦争の長期化を背景に
国家総動員法，電力国家管理法を制定し，経済と国民生活全体にわたっての
本格的な計画化的な統制を開始した。とくに後者の電力・国家管理法は，電力
業において，企業の資本とその運用を分離して国が出資の負担をせずに資本
の運用権を握る民有官営としたため，政府当局が私企業への介入，統制を強
めていくきっかけともなった。その後につくられた物資動員計画（いわゆる
物動）や生産力拡充計画，さらに国民徴用令などによって，物的資源や人的
資源のほぼ全体にわたって，軍需生産物の増産のために優先的かつ計画化的
に配分されることになった。その結果軍需産業には，国内資材はもちろんの
こと，輸入資材や資金が集中的に割り当てられることになった。1939年に
は，価格等統制令を発動して経済統制をさらに強化し，同時に特定商品の切
符制や米の配給制などを敷いた。こうした一連の経済統制の強化の立て役者
的存在となったのが，政策当局側が企画院，企業群側（産業側）が各種の統
制会（後の第三次近衛内閣の時に本格化）である。この産業側が組織する各
種の統制会が，政策当局と産業側との間の効果的な仲介機関となったのであ
る。
　企画院は，日中戦争が始まってから3ヵ月後の1937年10月，第一次近衛内
閣のときに設立された。企画院の主たる前史は，満州事変が起こってから5
年後の1935年頃設置された内閣調査局を前身として，その延長上にある企画
庁（現在の経済企画庁とは違って，はるかに強大な権限をもつ）と，その
後，第一次世界大戦末期に設立された資源局とが統合した機関とされてい
る。というのも，その当時の資源局設立の趣旨が「人的および物的資源の統
制運用及びその計画の設定，遂行に必要なる調査，施設に関する事項ならび
にこれらの統括の為に必要なる事項執行を掌る」ものとされていたからであ
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る。企画院は，その後わが国が太平洋戦争に入ってもその強大な権限を維持
したが，戦局が悪化するに伴って，戦時経済の苦悩を象徴するような存在と
もなった。第二次近衛内閣のときに，企画院が立案した「経済新体制確立要
項」における「所有と経営の分離」と「適正利潤」の論点をめぐって，企画
院と産業側との間でイデオロギー論争や企画院事件などを引き起こしたが，
1943年11月東条内閣のもとで行われた一連の行政機構の大改革によって新設
された軍需省の部局である総動員局などに統合されることによって，戦時期
の中の約6年間にわたる役目を終えた。
　企画院が企図した施策のなかでも，先に挙げた「物動」と「生産力拡充計
画」は特記に値する。これが，既述の「ハードな予算制約」を企業群に強い
る背景にあった核のようなものだったからである。物動は，政府当局による
直接的かつ特定の生産物に関しての動員計画というよりも，生産要素として
の資材を適切に供給し，配当するという，四百数十種類にも及ぶ素材暴動の
性格を持っていた。具体的には，第一分科（鉄鋼類），第二分科（非鉄金属
類），第三分科（繊維・木材・皮革・ゴム類），第四分科（石炭・石油等燃料
類），第五分科（工業塩・化学薬品・化学肥料），第六分科（機械論），第七分
科（食料・飼料），そして第八分科（輸入雑品）の入つの分科に別れていた。
供給計画にみる供給地は国内，円ブロック（満州国など），それに第三国（甲
と乙地域，枢軸国）と大きく三つの地域に分類された。配当計画の方は，軍
需と民需に大別され，それがさらに細分化された。生産力拡充計画は，当時
の国際収支の大幅な入超（軍需物資の輸入急増が主な原因）も手伝い，第一
次近衛内閣のときに採用された財政経済三原則（生産力の拡充，国際収支の
適合，物資の需給調整）という大枠の経済政策の目標に沿ったものであっ
た。その内容は重要産業十五部門にわたっており，「国防産業，基礎産業二付
昭和十六年半期シ所要ノ目標二達セシムベキ日大支ヲ通ズル生産力ノ総合的
拡充計画ヲ確立シ万難ヲ排シ之力達成ヲ期スルモノ」という趣旨のもと，具
体的には，鉄鋼，石炭，軽金属，非鉄金属，石油及びその代用品，ソーダ及
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び工業塩，硫酸アンモニア，パルプ，金，工作機械，鉄道車両，船舶，自動
車，羊毛そして電力の十五産業が対象であった。しかし，生産力拡充計画の
実施にも拘らず，鉄鋼や船舶などの重要産業では折からの深刻な資材不足を
引き起こし，計画された産出量も達成できない場合が多かった。とくに船舶
は，太平洋戦争突入後は，次第次第に敵の潜水艦による被害が加速度的に増
え，新造した分よりも失う方がはるかに大きく，新造しても間に合わなかっ
たといわれる。
　戦時期においては，金融統制と価格統制は密接な関係にある。この時期に
おける資材や物資等の相対価格の動向を知るためには，この二つの統制を探
究する必要がある。1937年に成立した臨時資金調整法に基づき，「事業資金
調整標準」は軍需産業向け融資が最優先順位（その当時の言葉で「甲のイ1）
であることを明確にした、軍需産業への融資にもっとも積極的な役割を果た
したのが日本興業銀行（興銀）であった。1939年に，国家総動員法にもとづ
いた会社利益配当及資金融通令が施行され，会社の利益益金処分，配当，減
価償却などを規制するとともに，大蔵大臣が興銀に融資や有価証券の応募，
引き受け，買い入れを命令できることとしたが，翌年この融通令にとって代
わって銀行等資金運用令と会社経理統制令が施行され，興銀以外の銀行へも
融資，債券引き受けなどの命令ができるとした。しかし，興銀は軍需融資の
旗手であることに変わりはなく，1941年末の興銀貸出残高のうち，26％強が
融資命令によるものであり，またその内57％は軍需用航空機向けであった。
金融統制は，インフレと表裏一体であった。1937年から日銀は，金の裏付け
のない保証準備の発行限度額を漸次的に増やしていき，1941年には金の裏付
けをもつ正貨準備発行と保証準備発行の区別さえ廃止して，大蔵大臣の決め
た限度額（当時で四十七億円）まで発券し，通貨増発をほしいままにしたた
め，またたく間にインフレが高進した。一般に通貨増発と物資不足，そして
インフレ高進は，戦時期における常態とされているが，典型的にこの時期に
おいてそうであった。1943年には，総動員法に基づいて「金融事業整備令」
一159一
904
（政府が必要と認めたときは金融業老に事業の委託，譲渡，合併等を命ずる
ことのできる勅令）や「金融統制団体令」（これは，後の全国金融統制会がで
きる基となった）が制定されている。また，太平洋戦争の終期においては，
ときの統制経済の重要な所産として，銀行をはじめとする金融機関や一般企
業の戦時統合（企業の合併・合同）も促進されることにもなった。
　一方，政府財政的な部分に目を見遣ると，ただでさえ増大する軍事費を一
般会計と区別して経理するため，戦時期には一貫して「臨時軍事費特別会
計」が設置され，機能し続けた。しかし，この予算制度は，次第に一般会計
にも及んでいき，勅令あるいは会計法特例によって，資金前渡し，前金払
い，概算払い，随意契約のできる範囲が次々と拡大されていった。そのた
め，政府が行う企業への軍需発注の価格の査定が過大になり，発注先企業に
とっては事実上の補助金となった。それにしても戦時財政支出は膨張をし続
け，太平洋戦争の終戦時までに，一般会計は八倍に，臨時軍事費は実に三十
四倍になったといわれる。このように膨張した財政支出の賄い先は，増大す
る公債発行と増税につぐ増税であった。公債発行は日銀引受けがほとんどで
あったが，この公債消化のための資金は生産拡充計画のための資金と競合す
るようになった。各種の公債消化対策が講じられたが，日銀手持ちの公債残
高は累積するばかりで，それが通貨の増発を引き起こしインフレの進行を加
速させた。軍需品に比べて，不要不急の民需品の生産や輸入は厳しく制限さ
れる（輸入超過が著しかったため）といった背景のなか，折からのインフレ
による卸売物価指数の高騰などが引き金になり，！937年8月に，政府は暴利
取締り令の改正版を公布したが，効果が出なかった。そこで，商工省は物品
ごとに最高価格（公定価格制）を決め，それ以上の価格での売買を禁止する
窮余の策をとった1，当時の代表的な輸入品は綿製品であったが，輸出入品等
臨時措置法もあって，綿製品の輸出振興のため，その輸入数量や国内生産量
に割り当て制限が設けられると同時に，綿花および綿糸に対して最高価格が
はじめて設定された。太平洋戦争の開始後，1941年10，月に「価格等統制令」
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が施rlされた｡これは.その前年に公和された.公定仙栴設定のための規則
｢物品似雅価格取締りBL別｣の延長上にある法相である｡この統制令は.国
家扱軌月法の鋭延にもとづくもので.!価格等ノ､僻和十四年九月十八t]ニ於
ケル郡ヲ越エテ之ヲ奥的/.支払ヒ又ノ､受儀スルコトヲ柑ズ｣(九 ･一八ス
トップ令と呼ばれる)と規定し.稗に物品の価格を統制するのみでなく.運
送料.保管料.羽賀保坂料,甥ff料および加lエ坪など一過のサービス料をも
統制するものであった.さらに,地代安代統制令.賃金臨時肺際令,会社職
且給与臨時朽定令さらに宅地建物苛価林統制令が施行され,地代,家ff,拷
金.給与.土地や建物も統制下にnLかれた (その例外は桝lTb加券ぐらいで
あった)｡また,この統制の及ぶエ1)7は.台杓.朝釘.樺太,南洋訪鳥など
を食む大東亜共党閥全休にわたっていた.これら価格統制に北やされた労
刀,時r'l,統制法規躯の粗刷賢科等に作う機会狩川の大きさは英人なもの
だったといわれる｡このような無数に近い価格統制が実行される次節である
乱安岡 は.糎めて娃大で想像を地するものがあったことになる｡そういう耗
折的★混ilの小で庇iTした.ブ ラック7-ケット(闇的fhr勘)という湘梢fJ:
価格機能を通じて,状況は攻肘の故国する r-ITlな予rl制黙り からは退く
新鮮し.企業自らが肺.lql.t!t給の命湖をかけて rソフトな予瓢刷約jの可能性
を模索し税けI二時期だつたといえよう｡
§ 伸介機朋 ~統制会｣の懇切
産業政策効9!の火を?.I1めるための粂flとして,政策叫 局こ艇梁郡との関に
劫児的に遜られた仲介機i児の.汝Gyの必然flを必関してきたが,敬時期におし
て艶笑にその役目を撫ったのが.1941年に創設された ｢統御l金｣机絵であ
ら.当時は.坪乱 大政興発会や関鮫などは.提訴界の営利主虫を排する,
投合的fJ:計画任所の実施を生成した｡その本管は,経済Eg]体に公共機関とし
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ての法的基礎を与えて，指導者原理にもとつく強力な統制機構を創ることに
あった。一方，経済界や産業界などは，官僚の統制を排する，民間の創意に
よる経済運営を主張した。結局，両者の妥協の産物として新設の経済団体は
特殊法人とし，指導者原理によって運営されるが，その指導者は産業界が推
薦した者を政府が認可するものとされた。つまり，一定程度の民間の自主性
を認めたわけである。政府側と経済界側との対立はその後も尾を引いた。経
済新体制を含む折からの新体制運動に触発もされ，国家総動員法にもとつく
勅令案「重要産業団体令」をめぐってこんどは政府部内（商工省と企画院，
商工省と逓信省，農林省など）で鋭い意見対立があるなど，一：一・・筋縄ではいか
なかったといわれる。そういう中で，まず「鉄鋼統制会」が発足した。日本
鉄鋼連合会を中心とする鉄鋼業の統制機構は，多くの産業の中でもっとも整
備されているといわれていた。第三次近衛内閣のとき，懸案だったさきの
「重要産業団体等」がようやく公布された。重要文献である，r昭和経済史』
（上）によると，「閣令で定める「重要産業」で設立される統制団体は，統制
会と統制組合に分かれる。前者は全国的産業の組織であり，後者は地方的基
盤をもつ中小企業の組織である。統制会は産業別に設立を「命令」され，そ
の産業に属する会社は，強制的に統制会の会員にさせられる。統制会の会長
の権限は，副会長をはじめとする役員の任免権ばかりでなく，加盟会社の役
員の解任命令権，さらには当該産業の統制組合理事長の任免権をもつ強大な
ものであった。しかし，政府はその会長の任免権及び統制会そのものの解散
権を持っており，政府→統制会→統制組合というピラミッド型支配を通じ
て，統制機構全体を上から規制する仕組みになっていたのである」とある。
ともあれ，政府にしてみれば，自らの行政権限の一部をこの統制会に権限委
譲しなければならないという苦しい事情があった。1941年末から翌年始めま
でに，鉄鋼をはじめとして石炭，原動機，電気機器など九業種，計十二の統
制会の第一次指定がなされ，設立された。その後の第二次指定では，綿ス
フ，絹，人絹など六業種，計九つの統制会が追加指定された。しかし，時の
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軍部または軍需省は、一方でこの統制会機構を推進しておきながら，他：方で
は「軍工業会」という全く別の組織や六百八十八社もの指定軍需会社（軍需
会社法により設立）で航空機や艦船をはじめとする兵器製造部門を運営して
いた（当時，陸軍と海軍とが資材の発注で競合関係にあった）。要するに，
「統制会という機構は，鳴り物入りで登場しながら，生まれたときにはすで
に骨抜きになっていた」わけである。この統制会は，政府当局と企業群との
間の仲介機関を担う経済団体として強い指導力をもってはいたが，その会員
はあくまで私企業であるから，営利主義のみでは公益の視点から資金や採算
の点で負担できない問題が生ずる。したがって，民有官営ではなく，官有官
営で採算がとれ，運営できる事：業分野（重要物資管理，交易，農地開発，産
業設備，高速度交通，住宅や食糧など）を対象に，統制会にとって代わるも
のとして「営団」方式（のち各種「金庫」も）が設立されるに至った。これ
は統制会の発展的解消という形であった。産業界と関わりの深いはずの「産
業設備営団」を例にとると，この営団は，国家緊要産業なるものの設備の建
設または買い受けをすること，その取得した設備の貸し付け，出資，売り渡
しをすること，さらに索話遊休設備の売買，保存，その活用に関する斡旋等
の事業を行う，とされている。営団設立の趣旨そのものが，公益の立場で資
金や採算を考慮しようとしたものであろう（一種の限界費用価格形成原理と
みられる）ことが知られる。ただでさえ軍部や官僚の力が強大な戦時期であ
るから，平和的な消費財産業（とくに繊維工業部門）が締め出され，軍需工
場が最優先される時代背景のあったことは容易に推察されるが，「企業整備」
の名のもとに弱小な中小企業や人員がまず清算されていき，つぎに大企業の
工場ですら軍需優先の工場へと姿を変えていった。そうするための立法措置
が，「企業許可令」（1941年施行）と「企業整備令」（1942年施行）であった。
1943年には，鉄鋼，石炭，軽金属，造船および航空機が五大重点産業に指定
されるに及んでからは，一切の企業整備と労務人員がこの五つの重点産業に
集中されるようになると共に，これらの産業について省庁間での権限が分散
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しないように配慮された。
　当時，日本は重要な戦略物資のほとんどを，南方占領地からの海上輸送に
頼っていたから，乙の海上輸送路が，・軍需生産と国民生活にとってのまさに
命綱（鉄鉱石，ボーキサイト等の鉱石，ゴム，塩など）であった。米軍によ
るマリzナ基地の陥落以降，一挙に戦局は悪化し，日本の海上輸送路がつぎ
つぎに遮断されるに至った。1944年余軍需省作成の「開戦以降物的国力ノ推
移蚊二今後二於ケル見透説明資料」を繕くと，その辺りの日本の状況を「大
東亜戦争勃発以来物的国力ハ開戦直前ノ見透二対シ主トシテ敵潜水艦二依ル
船舶ノ損害予想外二増大シ，造船量ヲ遥二突破シテ保有船腹ハ大幅二逓減セ
ル上二1累次二曲ルABノ船舶増徴二依リC船輸送力ノ激減セルトー方特別
及ピ操上輸入等二依ル在庫物資ヨリノ給源枯渇二依リ逐年減少セリ。然レド
モ国民生活ヲ中心トスル民需部門ノ犠牲ニヨリ漸増セル軍需ヲ充足シ来レル
モ，既二現状二於テ主要食糧バー応確保シ得ルモ繭余ノ諸産業ハ全面的二創
業ヲ短縮若ハ中止セラレアルノ実情ニシテ決定的二重点ヲ形成セル軍需清算
二於テモ十九年度初頭ヲ頂点トシテ繭後ハ低下ノ傾向ニアルヲ否定シエズ。
又現状程度ノ国民生活ヲ維持スルコトモ逐次困難トナル趨勢ニアリ・即チ戦
争第四年タル十九年末ニハ国力ノ弾澄性脳概ネ喪失スルモノト認メラル。更
二二十年度ノ物的国力ヲ現状見透二依リ按ズルニ空襲二依ル影響ヲ考慮外ト
スルモ本年度二比シ相当低下スベク直接的戦力ノ造出モ低調トナラザルヲ得
ズ」と書き記している。
　以上見てきたように，戦時期という特殊な時代背景の中で，統制による国
益優先という視点からの無数の法令等が試行錯誤的に施行され，その都度現
行の制度を部分部分に補完していく様子がよく伺われる。このような経済制
度の補完的変移なるものは，その国がもつ本来の経済システムの能力を越え
て執行されると，確実にミスマッチを引き起こし，正当な政策効果を見極め
るための大きな麗乱要因となることを理解する必要がある。「ハードな予算
制約」が「ソフトな予算制約」へ変化するプロセスが見えにくくなり，不確
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実のB:合いが増すからである｡戦時期という温乱した時期とはいえ,これま
で探究してきた諸々の産典故掛ま.ほとんどすべての産業に対して,した
がってまたその表返しとしての国民生招全般に対して甚大な影野を与えてき
た.その実践の歴史自体は.立派な産業政策史たったのである｡しかし.単
なる政策の羅列の歴史としてではTj:く.産業政策史観をもって凍死する必要
がある.史観を確聞たるものにするためには.個々の実践的な政策の避桝の
庇に流れる基本的にして応用的な理論武装 (生産可能性曲線.政策決定採お
よびハードやソフトな予昇制約等)がどうしても必安だったのである｡
次軒では.以上の史実的な考崇から締約できるものとして,経済制度分析
の観点から.もう一つ,ミクロ応用的な理論武装を考炎することにする.
§ 政策当局と戚菜の/レンマ
産染政策は,はっきり言って計F即ヒ原兜ないしは税制加と滞なのである｡つ
まり,座薬政策というのは.政旅当方Jが朋も左にLqする-止の思感と目的をも
ち,限られた資源放 (Erj'烹滞門に割り当てられる特有的な賢源藍など)およ
び軌凝された統制ないし規制の知識とノj法 (放校当局が定める統制的な立法
数など)をもとに,効果的かつ人為的に掩菜丸i拓を挫nLようとする計耐 ヒ
推理であるといえる｡これまでの史実的TL考祭からわかるtうに,日中戦争
以降から太平洋執争(=薫るまでの戦時脚こおいては,この計酎 ヒB;ぎ理が一放
して民に流れていたと言ってよいと思う.その勘合の底に流れるブ1)ソ/ブ
ルとは,呼右的排他的に柾分する重点額田の部門として,国が故知した企業
那 (または座薬)向けの限られた現存賢源鼓と.そうした即画化施策を説制
約に実行するための便々の立故に基づいた.妃分対象の部F■倣 (例えば.鑑
英数)との的係であるとみることができる｡aCF)eld(1986)紘,柾済制度
分析の一種である所有権理論の単純モデルのなかで列昧深い理論を提起して
いる.彼のモデルは.排他的な共I司体的所有に避づいた土地紫蘇 (故地)と
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それを分割して所有するコミュニティ内のコモンズ（家族集団）との遠近関
係を理論化していて，いまのわれわれの具体的な関心とは直接に関係してい
ないが，多くのヒントを与えてくれていると思われる。
　いま，限られた現存資源量をr，資源の配分対象の部門数をsとしよう。
産業および政策当局が擁する総費用の内訳として三種類が区別される。産業
で発生する私的な生産費用v，および国が政策効果を最大にするために発生
する公的な内部統治費用gと排除費用eがそれである。内部統治費用は，限
られた資源を，一定数の産業部門が共有し，かつ個々の産業が資源を過剰に
申告して利用しようとするインセンティブの多寡および政府部局内の意見対
立のフリクションの多寡によって引き起こされる。配分対象の部門数が増加
するのは，この費用が増加するか，あるいは現存資源量が減少するときであ
る。排除費用は，政策当局が各部門に資源を排他的に使用させることを保証
するための費用である。配分対象の部門数が増加するのは，この費用が増加
するか，あるいは現存資源量が減少するときである。なお．現存資源量はそ
の時々の経済状態によって外生的に与えられると考えてよいと思われる。ま
た，反対作用として，総費用。は部門数sの大きさに依存する。一方，私的
な生産費用は，産業内の生産技術的変化等によってこの多寡と水準が決まる
が，政策当局はその大きさを制御することはできないが，その費用の多寡と
水準に関する情報を必要とし，かつ無料で知ることができる。政策当局がこ
の費用の多寡と水準に関する情報を必要とする理由は，現存資源の相対価格
pを決定するためのデータとするためである。以上の論旨を一般式で表すな
らば，
　　　　　　　　　　　c＝v十k　，　k＝g十e
　　　　　　　　　　　s＝f　（c，　rik）　（1）
　　　　　　　　　　　c＝m　（slp）　（2）
　　　　　　　　　　　p＝　h　（v）
ただし，　　　　　∂s／∂c＞0　，∂s／∂rく0
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　　　　　　　　　oc／os＞o　Op／ov＞o
である。外生的にrが与えられると，配分対象の部門数sは，総費用。に依
存して決まる。また，関数（1）は内部統治費用gと排除費用eの合計kをシフ
トパラメーターとして移動する。関数（2）は相対価格pをシフトパラメーター
として移動する。さらに，
　　　　　　　　　02s／o　c2　〉　a2c　／a　s2
とすることのできる根拠がある。この関係が意味することは，cに依存して
決まるSの相関の度合いが，Sに依存して決まるCの相関の度合いよりも強
いということである。つまり，両者の関係を単純に正比例的な線形で近似で
きるとすれば，前者の直線の勾配が，後者の直線の勾配よりも大きいという
ことである。左右両軸に部門数と総費用を測る図3を描くならば，
図3
c c
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となる。直線（1）は，総費用の各水準に対する部門数の最適数を描いている
し，直線（2）は，部門の函数に対する総費用の最適水準を描いている。した
がって，最適な部門数と総費用の最適水準は，この両者の関数の交点（均衡
点）で与えられる。関数（1）において，シフトパラメーターkが上昇すると，
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部門数の全般的な減少が引き起こされるので，直線（！）は，上方に移動する。
関数（2）において，シフトパラメーターpが上昇すると，総費用水準の全般的
な減少を引き起こすので，直線（2）は，下方に移動する。戦時期においては，
シフトパラメーターkの上昇とシフトパラメーターpの上昇は継続的に引き
起こされていたとみるならば，また（1）の上方移動と，直線②の下：方移動も継
続的に引き起こされていたとみることができる。この両者の移動は，均衡点
を左下：方にずらして行き，当初の均衡点に比較して，より低い最適総費用水
準（下限，r＝v）と，より小さな最適部門数（下限，　s＝1）へと収敏し
ていくことになる。この収敏への動きは，最適総費用水準が高く，かつ最適
部門数が多い計画化原理から離れて，漸次的に市場原理（r＝v，s＝エ）
へと収敏していく過程と解釈できると思われる。
　一見偶然的な個々の経済事象の連続であるようにみえる現実の経済の歴史
的推移というものは，その背後にそうした推移を蓋然的に引き起こしている
導きの糸が内包されているとは言え，通常は人間の目には見えてこないもの
である。戦時；期に行われ，相互に補完的ないくつもの施策が大きく連なった
産業政策の含意を変数化しモデル化してみると，そこには政策当局中心の計
画化原理から民間産業中心の市場原理へという，「内包された経済制度の補
完的変移」とも呼べる，確かな導きの糸があったことを発見できるのであ
る。政策当局と産業のジレンマとはこのことだったのである。
　とはいえ，この同じ導きの糸が，戦後期（太平洋戦争以降期から70年代末
頃までを指す）さらには，現在期（80年代初から現在までの「通商政策」が
隆盛する時期を指す）において行われた一連の産業政策の含意をも説明しう
るものであるかどうかはまた別問題である。しかし，これだけは言えると思
われる。この大いなる経験を通じて，戦時期において進展した市場原理への
「経済制度の補完的変移」そのものが，戦時期においてはむしろ市場原理の
方を産業政策のプリンシプルとし，この原理を優先的に使う産業政策となっ
たということである。戦時期および，新たな通商の視点を取り入れた現在期
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の産業政策についての理論と歴史考察は別稿に譲ることにする。
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Theory and Historical View of Industrial Policy
--Microscopic Instruction in Time ofWar--
Syosuke Takemura
My role in this paper is to research into the theory and history of
Japanese industral policy in time of war. Although the actual industrial
policies are very complicated and diversified, the theoretical framework in
the background is considerably simple.
First two main economic tools, that is, the production possibility
frontier and budget constrained are adequately used in this research,
including the policy - decision line. Next the various realities of industrial
policies are described in detail from the Japan - China War to the Pacific
War. At the last section one more important diagram appears on the stage.
That explains a model including relations of the number of resource
allocative sectors and three kinds of cost, namely, production cost,
internal governance cost and exclusion cost.
I can find that the suggestions from this modelling study are
unexpectedly interesting. I can observe two intertemporal equilibrium
points by shifting twin functions determining the number of the above -
mentioned sectors and total of three kinds of cost. The important
conclusion is that we can decrease both of the number of sectors and total
cost by employing nicely the principles of market, not the principle of
planning.
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